
平成 15年 3月期  個別中間財務諸表の概要 平成 14年 11月 12日

上　場　会　社　名        コマニー株式会社 上場取引所　名

コード番号       7945 本社所在都道府県

( ＵＲＬ http://www.comany.co.jp/ ) 石川県

代表者　　　　　役職名　代表取締役社長　　　　氏名　塚本　幹雄

問合せ先責任者　役職名　執行役員総務部責任者　氏名　宮本　勝次 TEL (0761) 21 - 1144
中間決算取締役会開催日　　平成 14年 11月 11日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　    平成 14年 12月  6日 単元株制度採用の有無　有 (１単元　1,000 株)

１. 14年 9月中間期の業績 (平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日)

(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 11,811 0.1 77 △ 83.0 94 △ 78.7
13年 9月中間期 11,805 △ 5.6 459 △ 52.3 443 △ 54.0
14年 3月期 24,671 983 1,019

百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 29 △ 86.2 2.60
13年 9月中間期 214 △ 28.0 18.80
14年 3月期 406 35.59
(注) ①期中平均株式数    14年 9月中間期  11,420,576 株   13年 9月中間期  11,423,251 株   14年 3月期  11,422,684 株  

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

円　　銭 円　　銭

14年 9月中間期 9.00 －
13年 9月中間期 9.00 －
14年 3月期 － 18.00

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 27,587 18,923 68.6 1,657.08
13年 9月中間期 27,409 18,932 69.1 1,657.43
14年 3月期 27,597 19,011 68.9 1,664.58
(注) ①期末発行済株式数  14年 9月中間期  11,419,925 株   13年 9月中間期  11,423,003 株   14年 3月期  11,421,115 株

     ②期末自己株式数    14年 9月中間期       4,150 株   13年 9月中間期       1,072 株   14年 3月期       2,960 株

２. 15年 3月期の業績予想 (平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日)

　
期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 25,800 690 210 9.00 18.00
(参考) １株当たり予想当期純利益(通期)  18 円 39 銭 

※　業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、

　今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

当　期　純　利　益

１株当たり
年間配当金

１株当たり
中間配当金

売   上   高 経　常　利　益

総  資  産

― 27 ―

株  主  資　本 株主資本比率

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

１株当たり株主資本

１株当たり年間配当金
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１１ 個別財務諸表等 
 

(1) 中間貸借対照表 
(単位 千円) 

前中間会計期間末 

(平成13年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成14年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成14年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 

科  目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

  ％  ％  ％ 

(資産の部)       

Ⅰ 流動資産         

 １ 現金及び預金   2,216,921  2,501,462  2,067,662  

 ２ 受取手形 ※ 4 4,785,741  4,100,707  4,312,315  

 ３ 売掛金   4,041,225  4,703,429  5,322,276  

 ４ たな卸資産   855,656  801,335  659,654  

 ５ 繰延税金資産   76,125  85,508  158,100  

 ６ その他   651,226  553,961  630,055  

   貸倒引当金   △39,000  △36,000  △39,000  

  流動資産合計   12,587,897 45.9 12,710,405 46.1 13,111,065 47.5 

Ⅱ 固定資産         

 １ 有形固定資産 ※ 
1 
2 

      

  (1) 建物   3,318,826  3,185,621  3,228,693  

  (2) 機械装置   1,096,713  981,377  1,029,125  

  (3) 土地   3,412,492  3,479,896  3,328,296  

  (4) その他   645,814  600,101  580,712  

   有形固定資産合計   8,473,846 30.9 8,246,997 29.9 8,166,827 29.6 

 ２ 無形固定資産   528,307 1.9 755,239 2.7 517,097 1.9 

 ３ 投資その他の資産         

  (1) 投資有価証券   748,492  704,213  746,180  

  (2) 関係会社株式   2,733,906  2,692,906  2,692,906  

  (3) 関係会社長期貸付金   1,218,675  1,118,663  1,167,174  

  (4) 繰延税金資産   886,828  855,541  734,167  

  (5) 再評価に係る繰延税金 
    資産 

  ―  35,362  35,362  

  (6) その他   871,839  902,015  900,316  

    投資評価引当金   △530,000  △320,000  △360,000  

    貸倒引当金   △110,000  △114,000  △114,000  

   投資その他の資産合計   5,819,742 21.3 5,874,701 21.3 5,802,108 21.0 

  固定資産合計   14,821,896 54.1 14,876,938 53.9 14,486,032 52.5 

    資産合計   27,409,793 100.0 27,587,344 100.0 27,597,098 100.0 
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(単位 千円) 

前中間会計期間末 

(平成13年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成14年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成14年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 

科  目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

  ％  ％  ％ 

(負債の部)       

Ⅰ 流動負債         

 １ 支払手形 ※ 4 1,148,198  671,432  636,252  

 ２ 買掛金   948,828  1,339,765  1,556,922  

 ３ 短期借入金 ※ 2 814,040  840,640  850,640  

 ４ 未払法人税等   158,244  136,653  ―  

 ５ 賞与引当金   350,000  310,000  350,000  

 ６ その他 ※ 5 931,984  915,009  972,881  

  流動負債合計   4,351,295 15.9 4,213,501 15.3 4,366,695 15.8 

Ⅱ 固定負債         

 １ 長期借入金 ※ 2 2,069,400  2,245,460  2,125,780  

 ２ 退職給付引当金   1,908,120  2,049,217  1,943,905  

 ３ 役員退職慰労金引当金   124,150  136,400  130,400  

 ４ その他   24,000  19,000  19,000  

  固定負債合計   4,125,670 15.0 4,450,077 16.1 4,219,085 15.3 

    負債合計   8,476,965 30.9 8,663,579 31.4 8,585,781 31.1 
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(単位 千円) 

前中間会計期間末 

(平成13年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成14年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成14年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 

科  目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

  ％  ％  ％ 

(資本の部)       

Ⅰ 資本金   7,121,391 26.0 ― ― 7,121,391 25.8 

Ⅱ 資本準備金   7,412,790 27.0 ― ― 7,412,790 26.9 

Ⅲ 利益準備金   498,010 1.8 ― ― 498,010 1.8 

Ⅳ 再評価差額金   ― ― ― ― △48,834 △0.2 

Ⅴ その他の剰余金         

 １ 任意積立金   3,189,896  ―  3,189,896  

 ２ 中間(当期)未処分利益   751,423  ―  840,442  

  その他の剰余金合計   3,941,319 14.4 ― ― 4,030,338 14.6 

Ⅵ その他有価証券評価差額金   △39,847 △0.1 ― ― △453 △0.0 

Ⅶ 自己株式   △836 △0.0 ― ― △1,925 △0.0 

    資本合計   18,932,827 69.1 ― ― 19,011,317 68.9 

         

Ⅰ 資本金   ― ― 7,121,391 25.8 ― ― 

Ⅱ 資本剰余金         

   資本準備金   ―  7,412,790  ―  

  資本剰余金合計   ― ― 7,412,790 26.9 ― ― 

Ⅲ 利益剰余金         

 １ 利益準備金   ―  498,010  ―  

 ２ 任意積立金   ―  3,368,218  ―  

 ３ 中間未処分利益   ―  579,041  ―  

  利益剰余金合計   ― ― 4,445,269 16.1 ― ― 

Ⅳ 土地再評価差額金   ― ― △48,834 △0.2 ― ― 

Ⅴ その他有価証券評価差額金   ― ― △4,301 △0.0 ― ― 

Ⅵ 自己株式   ― ― △2,550 △0.0 ― ― 

    資本合計   ― ― 18,923,764 68.6 ― ― 

    負債及び資本合計   27,409,793 100.0 27,587,344 100.0 27,597,098 100.0 
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(2) 中間損益計算書 
(単位 千円) 

前中間会計期間 

(自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日) 

期  別 
 
 
 
 

科  目 金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

    ％  ％  ％ 

Ⅰ 売上高   11,805,868 100.0 11,811,896 100.0 24,671,637 100.0 

Ⅱ 売上原価   7,429,546 62.9 7,743,226 65.6 15,826,627 64.1 

   売上総利益   4,376,322 37.1 4,068,670 34.4 8,845,010 35.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   3,916,654 33.2 3,990,740 33.7 7,861,071 31.9 

   営業利益   459,667 3.9 77,929 0.7 983,939 4.0 

Ⅳ 営業外収益 ※ 1 56,408 0.5 59,448 0.5 113,399 0.4 

Ⅴ 営業外費用 ※ 2 72,480 0.6 43,111 0.4 78,265 0.3 

   経常利益   443,595 3.8 94,266 0.8 1,019,073 4.1 

Ⅵ 特別利益 ※ 3 ― ― 40,000 0.3 ― ― 

Ⅶ 特別損失 ※ 4 31,003 0.3 40,550 0.3 202,496 0.8 

  税引前中間(当期)純利益   412,591 3.5 93,715 0.8 816,577 3.3 

  法人税、住民税及び事業税 ※ 6 140,000 1.2 110,000 0.9 310,000 1.3 

  法人税等調整額 ※ 6 57,838 0.5 △45,995 △0.4 99,998 0.4 

  中間(当期)純利益   214,753 1.8 29,710 0.3 406,579 1.6 

  前期繰越利益   536,670  549,330  536,670  

  中間配当額   ―  ―  102,807  

  中間(当期)未処分利益   751,423  579,041  840,442  
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(3) 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

  ② その他有価証券 

   ａ 時価のあるもの 

     中間期末日の市場価格等に基づく時価法 

     (評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

   ｂ 時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

 (2) たな卸資産 

  ① 製品及び仕掛品 

    受注品については個別法による原価法、その他のものは先入先出法による原価法 

  ② 原材料 

    移動平均法による原価法 

  ③ 貯蔵品 

    最終仕入原価法による原価法 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   建物(建物附属設備を除く)は定額法、その他の有形固定資産は定率法によっております。 

   また、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

   なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で均等償却する方法

によっております。 

 (2) 無形固定資産 

   営業権については、商法に規定する最長期間(５年)で、毎期均等償却しております。 

   また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によ

っております。 

 (3) 長期前払費用 

   均等償却によっております。 

   なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 (2) 投資評価引当金 

   子会社等に対する投資により発生の見込まれる損失に備えるため、子会社等の財政状態を勘案して

計上しております。 

 (3) 賞与引当金 

   従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当中間会計期間負担分を計上しております。 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

   数理計算上の差異は、その各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(５年)による定率法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

 (5) 役員退職慰労金引当金 

   役員退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、特例処理によっております。 

   また、為替予約等が付されている外貨建金銭債務については、振当処理を行っております。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ① ヘッジ手段 

    金利スワップ取引及び為替予約取引を行うこととしております。 

  ② ヘッジ対象 

    金利及び為替相場等の変動により将来キャッシュ・フローが変動するリスクのある負債としてお

ります。 

 (3) ヘッジ方針 

   主として金利及び為替相場等の変動によるリスクを回避する為に、デリバティブ取引を利用してお

ります。 

   なお、投機目的によるデリバティブ取引は、行わない方針であります。 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

   ヘッジ手段及びヘッジ対象について、毎決算期末(中間期末を含む)に、個別取引毎のヘッジ効果を

検証しておりますが、ヘッジ対象の負債とデリバティブ取引について、元本、利率、期間等の条件が

同一の場合は、ヘッジ効果が極めて高いことから本検証を省略しております。 

 

６ その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

 

追追追追    加加加加    情情情情    報報報報    
 

(自己株式及び法定準備金取崩等会計) 

  当中間会計期間から「企業会計基準第１号 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」(平

成14年２月21日 企業会計基準委員会)を適用しております。 

  この変更に伴う損益に与える影響は、軽微であります。 

 

(中間貸借対照表) 

１ 中間財務諸表等規則の改正により当中間会計期間から「資本準備金」は「資本剰余金」の内訳と「利

益準備金」「任意積立金」「中間未処分利益」は「利益剰余金」の内訳として表示しております。 

２ 中間財務諸表等規則の改正により当中間会計期間から「再評価差額金」は「土地再評価差額金」とし

て表示しております。 
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注注注注    記記記記    事事事事    項項項項    
 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成13年９月30日現在) 

当中間会計期間末 
(平成14年９月30日現在) 

前事業年度末 
(平成14年３月31日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

9,692,336千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

10,131,104千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

9,911,081千円 
※２ 担保に供されている資産は次
のとおりであります。 

   建物 2,959,516千円

   機械装置 1,076,737  

   土地 1,175,571  

    合計 5,211,826  

   上記に対応する債務は次のと
おりであります。 

   短期借入金 320,000千円

   長期借入金 2,563,440  

   (１年以内返済長期借入金 
   を含む) 

    合計 2,883,440  
 

※２ 担保に供されている資産は次
のとおりであります。 

   建物 2,794,564千円 

   機械装置 930,195   

   土地 1,937,347   

    合計 5,662,107   

   上記に対応する債務は次のと
おりであります。 

   長期借入金 1,916,500千円 

   (１年以内返済長期借入金 
   を含む) 
 

※２ 担保に供されている資産は次
のとおりであります。 

   建物 2,872,863千円 

   機械装置 1,010,161   

   土地 1,937,347   

    合計 5,820,372   

   上記に対応する債務は次のと
おりであります。 

   短期借入金 150,000千円 

   長期借入金 2,169,800   

   (１年以内返済長期借入金 
   を含む) 

    合計 2,319,800   
 

   うち工場財団は次のとおりで
あります。 

   建物 2,959,516千円

   機械装置 1,076,737  

   土地 1,022,794  

    合計 5,059,048  

   上記に対応する債務は次のと
おりであります。 

   短期借入金 320,000千円

   長期借入金 2,563,440  

   (１年以内返済長期借入金 
   を含む) 

    合計 2,883,440  
 

   うち工場財団は次のとおりで
あります。 

   建物 2,794,564千円 

   機械装置 930,195   

   土地 1,345,099   

    合計 5,069,859   

   上記に対応する債務は次のと
おりであります。 

   長期借入金 1,916,500千円 

   (１年以内返済長期借入金 
   を含む) 
 

   うち工場財団は次のとおりで
あります。 

   建物 2,872,863千円 

   機械装置 1,010,161   

   土地 1,345,099   

    合計 5,228,124   

   上記に対応する債務は次のと
おりであります。 

   短期借入金 150,000千円 

   長期借入金 2,169,800   

   (１年以内返済長期借入金 
   を含む) 

    合計 2,319,800   
 

 ３ 偶発債務 
   下記関係会社の金融機関から
の借入に対し、債務保証を行っ
ております。 

  ㈱エー・ 
   ピー・エム 

21,372千円

 

 ３ 偶発債務 
   下記関係会社の金融機関から
の借入に対し、債務保証を行っ
ております。 

  ㈱エー・ 
   ピー・エム 

9,384千円 

 

 ３ 偶発債務 
   下記関係会社の金融機関から
の借入に対し、債務保証を行っ
ております。 

  ㈱エー・ 
   ピー・エム 

15,378千円 

 
※４ 中間期末日満期手形の処理 
   当中間会計期間末日は、金融
機関の休日でありましたが、満
期日に決済が行われたものとし
て処理しております。中間会計
期間末残高から除かれている中
間会計期間末日満期手形は、次
のとおりであります。 

   受取手形 386,719千円

   支払手形 110,034千円
 

     ―――――― ※４ 事業年度末日満期手形の処理 
   当事業年度末日は、金融機関
の休日でありましたが、満期日
に決済が行われたものとして処
理しております。事業年度末残
高から除かれている事業年度末
日満期手形は、次のとおりであ
ります。 

   受取手形 407,224千円 

   支払手形 74,306千円 
 

※５ 消費税等の取り扱い 
   仮払消費税等と仮受消費税等
を相殺して、流動負債の「その
他」に含めて表示しております。 

※５ 消費税等の取り扱い 
       同左        

     ―――――― 
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(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 

(自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

   受取利息 4,805千円
 

※１ 営業外収益の主要項目 

   受取利息 5,234千円 
 

※１ 営業外収益の主要項目 

   受取利息 10,631千円 
 

※２ 営業外費用の主要項目 

   支払利息 28,938千円

   投資評価引 
   当金繰入額 

30,000千円

 

※２ 営業外費用の主要項目 

   支払利息 28,345千円 
 

※２ 営業外費用の主要項目 

   支払利息 58,110千円 
 

     ―――――― 
 

※３ 特別利益の主要項目 

   投資評価引当 
   金戻入額 

40,000千円 

 

     ―――――― 

※４ 特別損失の主要項目 

   有価証券強制 
   評価損 

29,905千円 

 

※４ 特別損失の主要項目 

   工具器具備品 
   除却損 

4,796千円 

   有価証券強制 
   評価損 

35,332千円 

 

※４ 特別損失の主要項目 

   工具器具備品 
   除却損 

16,835千円 

   子会社整理損 
   失 

14,000千円 

   有価証券強制 
   評価損 

164,743千円 

 
 ５ 減価償却実施額 

   有形固定資産 283,021千円 

   無形固定資産 88,927千円 
 

 ５ 減価償却実施額 

   有形固定資産 267,084千円 

   無形固定資産 126,149千円 
 

 ５ 減価償却実施額 

   有形固定資産 572,624千円 

   無形固定資産 180,044千円 
 

※６ 中間会計期間に係る納付税額
及び法人税等調整額は、当事業
年度において予定している利益
処分による圧縮積立金及び特別
償却準備金の積立て及び取崩し
を前提として、当中間会計期間
に係る金額を計算しておりま
す。 

※６     同左      ―――――― 
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１２ リース取引 
 

前中間会計期間 

(自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 
１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額 

 
有形固定 
資産 
その他 

 
無形固定 
資産 

 合計 

 千円  千円  千円 

取得価額 
相当額 

242,756  28,398  271,154 

減価償却累 
計額相当額 

142,393  25,625  168,019 

中間期末 
残高相当額 

100,362  2,772  103,134 

 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 
１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期
末残高相当額 

 
有形固定 
資産 
その他 

    

 千円     

取得価額 
相当額 

184,900     

減価償却累 
計額相当額 

120,698     

中間期末 
残高相当額 

64,201     

 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 
１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末残
高相当額 

 
工具器具 
備品 

 
ソフト 
ウェア 

 合計 

 千円  千円  千円 

取得価額 
相当額 

208,779  9,798  218,577 

減価償却累 
計額相当額 

127,965  8,981  136,946 

期末残高 
相当額 

80,813  816  81,630 

 
２ 未経過リース料中間期末残高相
当額 

  １年以内 39,982千円

  １年超 69,159  

   合計 109,142  
 

２ 未経過リース料中間期末残高相
当額 

  １年以内 32,495千円 

  １年超 36,663   

   合計 69,159   
 

２ 未経過リース料期末残高相当額 
 

  １年以内 34,030千円 

  １年超 53,070   

   合計 87,100   
 

３ 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

  支払リース料 26,757千円 

  減価償却費相当額 24,033千円 

  支払利息相当額 2,381千円 
 

３ 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

  支払リース料 19,486千円 

  減価償却費相当額 17,428千円 

  支払利息相当額 1,545千円 
 

３ 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

  支払リース料 50,722千円 

  減価償却費相当額 45,538千円 

  支払利息相当額 4,305千円 
 

４ 減価償却費相当額及び利息相当
額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法によ
っております。 

  利息相当額の算定方法 
   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息
相当額とし、各期への配分方法
については、利息法によってお
ります。 

４ 減価償却費相当額及び利息相当
額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 
同左 

 
 
  利息相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額及び利息相当
額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 
同左 

 
 
  利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

１３ 有価証券 
 

前中間会計期間末(平成13年９月30日) 

 
   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当中間会計期間末(平成14年９月30日) 

 
   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度末(平成14年３月31日) 

 
   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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